
地域ブランド研究に関する一考察
一 地域ブランド研究の現状 と今後の課題-

沈 潔 如

1.は じめ に

近年,地域ブランドに関する議論は盛んに行われている｡日経テレコン21を

用いて新聞紙 (日経四紙 ･一般紙 ･地方紙)に掲載された ｢地域ブランド｣の

関連記事数を調べたところ,地域ブランドをめぐる新聞報道は2002年から急増

し,2007年には2,670件となってピークに達した｡2008年からは少々減少気味

であるが,相変わらず2,000件以上の記事がある (図 1 )｡このように地域ブラ

ンドが報道対象となった記事数の多きは,各界において地域ブランドに対する

関心の高さを物語っている｡
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図 1 新聞報道における ｢地域ブランド｣の関連記事数の推移
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地域ブランドへの期待の高さは,政府や地方自治体が地域ブランドに関する

政策を積極的に行っている現状に現れている｡例えば,中央省庁による施策に

は,2004年度に経済産業省中小企業庁が創設した ｢JAPANブランド育成支援

事業｣がある｡この育成事業は,国際競争力のある地域ブランドの発掘を目指

したもので,地域特性を生かした地場産業をコーディネー トして,ブランドカ

のある製品開発や新 しい市場の開拓を行うプロジェクトを支援するものである

(日本商工会議所 2006)｡そして,地方レベルでは,地域の振興や活性化の方

策として,自治体が地域ブランドを形成するための取 り組みを積極的に政策に

取 り入れる動きが目立っている｡47都道府県のうち, 7割以上の自治体が地域

ブランドに関するセクションを有し,それらの施策目標は ｢産品｣,｢観光｣な

どのブランド化から地域イメージ全体のブランド化まで拡がっている (河久津

&天野 2007)0

こうした地域ブランドに関する活発な動きは,日本だけではなく,海外でも

見られる｡例えば,シンガポールは ｢NewAsta-Singapore｣というコンセ

プ トで国家ブランドを考案し,2003年に起きたSARSの影響で低調気味の観

光業を振興するための国家戦略を打ち出した (0012004)｡地域をブランド化

していく動きは,このように国家レベルから都市や地方 レベルにおいても起

こっている (Hankinson2001)｡そして,Ham (2001)はこのような状況に

ついて,｢ブランドカのない国家 (地域)は,経済的,政治的注目を集めるこ

とが難しい｣と述べ,｢イメージと評判を確立することは,国家 (地域)の戦

略において極めて重要な部分になりつつある｣(Ham 2001,p.2-3)と明言し

ている｡

上述したように,本来商品や企業に用いられるブランディングの概念や手法

が実務的に国や都市といった地域に応用されることは,近年,研究者の注目を

集めている｡そのために,地域ブランドを対象とした研究は,21世紀に入って

から大量に増えている｡その代表として,海外ではJournalofBrandMan-

agementの2002年4/5月号に掲載されたNationBranding特集,2002年に発行

されたDestinationBranding (Morganeta1.,2002)や2004年11月に刊行され
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たPlaceBrandingなどを,日本では2005年12月に信州大学によって刊行され

た 『地域ブランド研究』,2006年に 『地域ブランドと産業振興』(関&及川 2006)

や2009年に発行された 『地域ブランド･マネジメント』 (電通 abicproject

2009)などを挙げることができる｡これらの学術誌や書籍に発表された様々な

論文は,地域ブランド研究の更なる発展に貢献するものとなっている｡

しかし,地域ブランドに関して多くの論文が発表されたにもかかわらず,実

務家からの ｢地域ブランドとは一体何なのか｣(阿久津&天野 2007)という疑

問や,研究者 による ｢地域 ブラン ドの定義は多岐 に渡 り不明確である｣

(Hankinson2001)という見解がよく見受けられる｡地域ブランドに関する

研究を進めていくためには,様々な文脈で語られている地域ブランドの概念を

整理することがきわめて重要であると考えられる｡したがって,本稿は現在ま

での地域ブランド研究の成果について整理することを目的とし,まず地域ブラ

ンド研究に影響を与える製品ブランド論及び原産国表示効果に関する研究につ

いて述べ,そして先行研究に基づいて地域ブランドの概念とその主な論題に関

する研究成果を整理し,最後にそれらを踏まえて地域ブランド研究の今後の課

題について考えていく｡

2.地域ブラン ド研究に影響を与える諸研究の概観

前節で述べたように,地域ブランドに関してその研究の歴史はまだ浅いもの

である｡一方,ブランド論は半世紀以上に議論されてお り,｢ブランド･エク

イティ｣,｢ブランド･アイデンティティ｣などの中心的な論題について見出さ

れた知見の多くは地域ブランド研究に援用されている｡また,地域ブランド研

究において重要なキーワー ドの一つである ｢地域イメージ｣については,地域

の範囲は異なるものの,原産国表示の効果に関する研究成果が引き継がれ,也

域イメージが消費者の購買行動に影響を及ぼすことの立論根拠となっている｡

本節では,地域ブランド研究に影響を与えたブランド論と原産国表示効果に関

する研究について概観していく｡
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2.1 ブランド研究の流れ

地域に関わるブランド議論の狙いは,地域間の激しい競争環境において消費

者,生活者や企業 ･組織から支持され,その地域に何らかの形での関わり (例

えば,購買,観光,交流,居住や企業 ･組織の拠点など)を持ち続けてもらう

ということにある｡本節では,地域ブランドに関する議論を整理する前に,地

域ブランド研究に大きな影響を与えるブランド論の研究の流れを大まかに確認

する｡

ここ数年来,実務家や研究者はブランドに対して大きな関心を寄せ,様々な

形で活発な議論を展開している｡その議論は ｢ブランド･イメージ｣や ｢ブラ

ンド･ロイヤルティ｣といった概念の登場をきっかけにしており,1950年代に

遡ることができる (青木 2000a)｡初期のブランド研究は確率モデルを用いて

消費者のブランド選択行動の記述と予測を行うものであった (長尾 2008)｡し

かし,その実践的な有効性が指摘され,認知面から｢ブランド･ロイヤルティ｣

を捉える議論が提唱されるようになった｡ここでは消費者の継続的ブランド選

択の前提には心の中でのプロセスがあり,そのマインド･シェアに注目するこ

とで購買予測を実現できることが強調された (和田 1984)｡

その後,1990年代に入って ｢ブランド･エクイティ｣の概念が登場し,ブラ

ンドとその資産的価値に関する問題は,広告 ･マーケテイング領域における最

もホットな話題として実務と理論の両面から取 り上げられてきた(青木 1997)0

一方,近年のブランド議論の流れは,初期のような単にブランドの財務的 ･

金銭的価値の重要性を説 くだけのものから,｢いかにして強いブランドを構築

するか｣という具体的な議論,または ｢ブランドの機能とは何か｣という本質

的な議論へと,その焦点が大きく変化してきている｡ Aaker (1996)は強い

ブランドを構築するための枠組みや戦略課題についての議論を展開している

が,その議論の中心も,ブランドのエクイティから ｢アイデンティティ｣へと

移ってお り,そこではブランド体系の構築と維持 ･強化,あるいはブランド管

理の組織といった全社的マネジメント･レベルでの話題が取 り上げられてい

る｡そして彼は,機能的便益,情緒的便益と自己表現的便益およびそれらと相
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対価格との組み合わせによって構成される価値提案からなるブランド･アイデ

ンティティの明確化こそ,強いブランドを構築するための必須条件であるとし

ている｡

上述した ｢強いブランドの構築｣のような具体的な議論のほかに,ブランド

の機能に関する本質的な議論も現れてきている｡池尾 (1997)によれば,ブラ

ンドの第一の機能は ｢識別機能｣であ り,当該商品を他の類似商品から識別す

るための手段としての役割を果たすものである｡そして,第二の機能は ｢品質

保証機能｣で,提供物について品質を保証 し,｢信頼の印｣としての役割を果

たすものである｡最後に,ブランドの第三の機能は ｢意味付け ･象徴的機能｣

で,ブランド提供の対象に意味を与え,それを象徴するという役割を持つもの

である (青木 1997)｡商品に付加的な価値をもたらす根源は,このブランドの

意味付け ･象徴機能にあると言える1)｡

ところで,ブランドの資産的価値に始まり,ブランドの構築および本質を検

討するところに至った研究の流れは,最近になって,消費者の視点からブラン

ドについて議論する動きへと変化を見せている｡Keller(1998)の ｢顧客ベー

ス ･ブランド･エクイティ｣論は,消費者の知識構造 (ブランド知識)をベー

スとして,従来の消費者行動研究の成果との融合を図り,より体系的なブラン

ド管理の枠組みを提示しようと試みている｡彼によれば ｢顧客ベース ･ブラン

ド･エクイティ｣とは,｢あるブランドのマーケテイングに対応する消費者の

反応に,ブランド知識が及ぼす効果の違い｣であ り,この概念の中心位置を占

めるブランド知識の構成次元を ｢ブランド認知｣と ｢ブランド･イメージ｣に

大別することができる｡そして,第一の構成次元であるブランド認知は,また

｢ブランド再認｣と ｢ブランド想起｣に区分されている｡一方,第二の構成次

元であるブランド･イメージは,｢消費者の記憶内にあるブランド連想の反映

1)一方,消費者の購買行動におけるブランド機能がもたらす効果として,①探索コ

ストの削減,②知覚リスクの削減,③情報処理コストの削減,㊨アイデンティティ
の形成,および⑤カテゴリー知識の形成などをあげることができる (青木,
2000b)｡
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としての知覚｣であり,このブランド連想には,抽象化レベルに応 じて,属性

(製品関連属性と非関連属性),ベネフィット (機能的,経験的と象徴的ベネ

フィット),および態度という3つのタイプが存在する｡そして,消費者の望

ましい反応を生み出すという意味でより高いブランド･エクイティを生じさせ

るためには,ブランド知識の構造が,(丑より強いレベルでのブランド認知,お

よび②強く,好ましく,かつユニークなブランド連想という条件を満たさなけ

ればならない｡

上述した消費者の側面に着眼する顧客ベース ･ブランド･エクイティ研究の

ほかに,関係性マーケテイングに関する議論の影響を受け,消費者-ブランド

間の関係性の維持 ･強化という点での重要性を強調する研究 (田中 1997;和

田 1997;2007)や,消費の経験的側面を補足 してブランドの トータル価値を

再規定することの必要性を主張し,そのマネジメントのあり方を問い直そうと

する試み (Schmitt1999;2003)など,今後に向けての新たな研究の動きも出

てきている｡

上述したように,ブランド･エクイティの概念が登場して以来,ブランドは

マーケテイング上の一大研究テーマとなり,今日においてもその重要度は依然

として高い位置を占めている｡そして,以上のようなブランド研究の流れで蓄

積されてきた知見は地域ブランドの議論にも大きく影響しているのである｡

2.2 原産国表示の効果に関する研究

経済のグローバル化に従い,商品政策や消費者 ･バイヤーの購買行動の分野

において,原産国表示や生産国イメージについての研究が多数行われてきた

(papadopoulos&Heslop2002)｡このように,インターナショナル ･マーケ

テイング研究において,商品の原産国 ･生産国が重要とされるのは,商品また

はブランドが生産される国のイメージが,消費者の当該商品またはブランドに

対する連想 (Aaker1996;Keller1998),商品またはブランド-の評価及び

購買意図や購買行動 (藤沢 2000)などに影響を及ぼすためである｡また,原

産国表示で語る国とは別に,州 (日本では都道府県),地方や市町村などの地
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理的場所に対するイメージがこのような連想や評価に影響を与えることもあり

うる (Keller1998)｡そのため,原産国表示の効果に関する研究の成果は,地

域ブランド研究に援用することができ,生産地である地域のイメージが消費者

の商品選好に影響を及ぼすことの立論根拠となる｡したがって,ここでは先行

研究をレビューし原産国表示がもたらす効果について考察する｡

原産国表示は通常,｢Made-in…｣という表記で商品に付与 さ れ ,それが価格,

ブランド名,店の雰囲気などと共に,商品を評価する際の外部的な手がかりと

なっている (Lee1990)｡また,｢Made-in…｣のラベルを貼 り付けることのほ

かに,原産国や生産地の連想を喚起するために,原産国や生産地を明記または

何らかの形で暗示することを,いくつかの事例で見ることができる｡例えば,｢夕

張メロン｣や ｢ブリティッシュ ･エアウェイズ｣のように,地域名や国名が実

際に商品/ブランド名の中に組み込まれることがある｡あるいは,｢ベイリー

ズ ･アイリッシュ ･クリーム｣のように何らかの形で商品/ブランド名と組み

合わされることもある｡または,台湾の ｢シンボル ･オフ ･エクセレンス｣キャ

ンペーンのように,商品/ブランド広告を通じて原産国や生産地の連想をさせ

る方法もある (Keller1998)｡これらの表示方法の中で,現在,地域ブランド

の多くは地域名を商品に組み込み,｢地域名+商品 (またはサービス)｣のよう

な表示の仕方を採っている｡

原産国表示が消費者にもたらす影響や効果について,Lee (1990)の整理

によれば国と商品カテゴリーから先行研究の成果をまとめることができる｡国

別では,まず消費者は自国の商品を好み,高 く評価する傾向がある (Jaffe&

Nebenzah12006)｡これは自国商品 (またはブランド)や地域商品 (またはブ

ランド)の購買を促す ｢地産地消｣という活動の有効性の立論根拠となる｡ま

た,ブランドを開発する国の経済発展 レベル (先進国か発展途上国か)は原産

国表示がもたらす効果に影響することがある｡特に,商品またはブランドの発

祥国や商品カテゴリーにかかわらず,消費者は発展途上国で生産される商品よ

り,先進国で生産される商品を高く評価する傾向がある(Bilkey& Nes1982)0

グローバルなブランドが生産コス トをダウンさせるために発展途上国で商品を
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生産するケースは多いが,企業が生産地を決める際には慎重に選択しなければ

ならないと言える｡さらに,原産国や生産地のイメージは時間の経過にしたがっ

て変化することが指摘されている (Jaffe&Nebenzah12006)｡これは,国や

地域のイメージに対して,その構築,維持,及び管理の必要性を指摘するもの

と考えられる｡

なお,商品カテゴリー別で原産国表示について考察すると,商品カテゴリー

が異なれば原産国表示がもたらす効果も異なる｡通常,関与度の高い商品,例

えば,車などの耐久消費財やハイテク商品について,消費者の評価は原産国表

示に影響されやすい｡また,これらの商品について,若干高い代価を支払って

ち,消費者は好ましいイメージを抱 く生産地のものを購入したがるという傾向

が,Johansson&Nebenzahl(1986)の調査で確認されている｡これはまさに,

原産国表示または生産地イメージがもたらす付加価値の存在を示唆する結果で

あり,同様に地域イメージが地域ブランドに付加価値をもたらすことを示して

いる｡

以上の原産国表示の効果に関する研究の成果は,企業や政府 ･自治体によっ

て原産国または生産地イメージを活用した商品戦略や地域ブランド政策に反映

されている｡他方,研究者は原産国表示の効果に関する議論を地域ブランディ

ングに取 り込み,地域ブランド研究における重要な論題である地域イメージに

ついて更に探究を深めている｡

3.地域ブラン ドに関する基本的概念

久保田 (2004)は,地域ブランドのマネジメントの第一の課題は,地域ブラ

ンドのコンセプ トの検討であると述べ,地域の範囲をどのように定めるかに

よって,地域の目指すイメージや地域アイデンティティが変わってくるという

ことを示唆している｡このような見解から,地域ブランドの概念を整理するこ

とは,地域ブランド研究をしていく上で重要であると考えられる｡したがって,

本節ではまず ｢地域｣という用語が指す範囲を検討する上で地域ブランドの走
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義について述べ,最後に地域ブランドの特殊性を提起する｡

295

3.1 地域ブランド研究で語られる ｢地域｣の範囲

日本において,｢地域ブランド｣を語る際の ｢地域｣の地理的範囲は,一般

的に都道府県や市町村などを指すものとして使用されてきた (阿久津&天野

2007)｡確かに,国立情報学研究所のCiNiiを用いて,地域ブランドをキーワー

ドとして論文を検索したところ (2009年11月15日現在),地域ブランドに関す

るケース ･スタディー研究には市町村を研究対象とした論文が最も多く,その

次は都道府県としたものであった｡これは,日本の地域ブランドの取組みが,

比較的に小さなエリアにおける国内の地域間競争という枠組みで論 じられてい

ることの現れである｡また,地域ブランド化の目的として居住や人材確保,投

資の獲得などが掲げられているが,現状では殆どの取組みは経済的な活性化に

焦点を当てており,研究もそのための製品開発や外部に対するマーケテイング

の視点からのものが多い｡一方,経済的な視点からの取組みのほかに,日本の

地域ブランドの取組みにおいては内部のマネジメントを通じてコミュニティを

再構築するという観点が加えられている｡これは,行政や参加する地域の人々

が地域ブランド形成のプロセスを通じて地域への愛着が再確認されることに強

く期待をしているためと考えられる (例えば,渡辺 2006)0

一方,海外 において地域 ブラン ドの対象は ｢CountryBranding｣や

｢NationBranding｣という言葉に表されるように,国のブランド化を対象と

した研究が中心的である｡例えば,Hanna&Rowley (2008)の研究結果で

示されたように,ビジネスとマーケテイング,及び観光分野で10種類もある学

術誌のなか,｢PlaceBrand｣に関連する89件におよぶ論文の50%以上は,国を

対象としたものである｡これは,海外での地域ブランドの取組みは国際競争の

枠組みの中で議論が進められているためである｡また,そのブランド化の目的

は,国際都市において如何に定住者や人材を確保するか,投資の獲得などであ

り,その手法は地域開発が主流となっている｡

以上のように,国内外において地域ブランドの対象となる地理的な空間の広
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狭は異なるが,その範囲は行政の境界線に沿って定められるものが多い｡一方,

行政の境界線を越える地域範囲でブランド化する試みもある｡例えば,イギリ

スでは複数都市が広域連合をして ｢シェイクスピアの州｣という地域ブランド

で観光客を引き寄せる (Hankinson2001)｡日本においては,相似性の持つ複

数都道府県 (例えば,東北や北陸地方)が提携 して,行政区域を超えた中間ブ

ランド2)である地域ブランドを創造することも可能である｡

3.2 地域ブランドの定義

上述したように,地域ブランドは,商品または企業ブランドの概念や手法を

地域に応用することによって発展 してきた比較的新 しい概念で,学術的研究の

歴史は浅いが,次第に注目されるようになりつつある｡また,地域ブランディ

ングについては ｢マーケティング戦略を用いて,地域を対象とするブランド化

のプロセス｣という共通の定義3)がなされているものの,地域ブランドそのも

のについて定義を試みる研究が少ない上に,研究者の間では一致した見解が存

在しない｡その中で注目すべき点は,海外の地域ブランドに関する文献では,

地域ブランドの定義について研究上の議論がほとんどされないまま議論が展開

されていることである｡地域ブランドについての明確な定義がされなかった理

由について,阿久津&天野 (2007)は,｢地域のどの側面についてのマーケテイ

ングおよびブランド化を考えるかによって想定されるブランドが異なってしま

うため,地域 ブラン ドその ものを定義することが難 しい｣ (阿久津 &天野

2007,p.ll)と指摘 している｡

2)内田 (2004)の指摘によれば,地域ブランドには上位地域ブランドと下位地域ブ
ランドがあり,階層構造を成している｡また,上位地域ブランドはより広域で下

位ブランドを包含する｡ここでいう中間ブランドは行政区域を越えたもので,そ

の上にはまた上位ブランドが存在する (例えば,国)と考えられる｡

3)例えば,Kavaratzis&Ashworth (2005)は ｢地域のブランド化は商品のブラ

ンド化理論を地域に応用すること｣と指摘し,Kerr(2006)は ｢ブランド戦略と
マーケテイング手法や原則をシティ,地方や国の経済的,社会的 ･政治的および
文化的発展に応用する｣ことと,地域ブランディングを定義する｡
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本稿 で は,先行研 究で見 られ る地域 ブ ラ ン ドに関す る一部 の定義 を表 1の よ

うに整理 した｡ これ らの定義 は商品や企業 ブ ラ ン ド理論 の影響 を受 けなが らな

された ものであ る と考 え られ,大別 して① 地域 の農林水産品,加工 品や特定の

表 1 地域ブラン ド概念の定義

著 者 √⊥一 二三占_スE. 手篭

Rainisto(2003) 企業の傘ブランドのようなものである (p.50)

内田(2004) それぞれの地域の持つイメージ (景観,日然環境,歴史背景,文化 .風十,特産品など)が,固有の価値があるものとして,地域を取 り巻く様々

なステークホルダーによって広 く認知されたものである (pp.37-38)

青木(2004) 一般於業における於業ブランドと同じく,個々の地域資源ブランドを束
ね導いていく存在である (p.15)

Blichfeldt* あるエンティティ (デスティネーション)に関する,消費者 (観光客)

(2005) の記憶にある連想を反映する知覚によって構成される (p.393)

生田ら(2006) 地域ブランドとは,屋根 (地域)と柱 (人材 .定住,観光 .交流,地産
品販売拡大,投資促進 .産業振興)のうちの屋根の部分を指す (p.33)

小池ら(2006) ある地域から財またはサービスを識別し,競争地域のそれから差別化し
ようとする特有の名前かつまたはシンボル (p.129)

阿久津&天野 地域の活性化をH的とした,ある地域に関係する売り手 (あるいは売り手集団)の,当該地域と何らかの関連性を有する製品を識別し,競合地

(2007) 域のものと差別化することを意図した名称,言葉,シンボル,デザイン,

あるいはその組み合わせ (p.15)

佐々木(2007) ｢地域発の商品 .サービス｣や ｢地域イメージ｣に対して顧客 (消費者や観光客等)が高い評価をくだし,それが地域経済の発展 .活性化につ

ながつていくもの (pー112)

行政関連文献で見られる定義

北海道経済産業 それぞれの地域イメージ (景観,日然,歴史,風十,文化,素材など)と関連させながら,製品 .産品,サービスの開発や高付加価値化に地域

局(2004) 全体で取 り組むことにより,一種の差別化された価値を生み出し,その

価値が広く認知され求められることで形成されるもの (p.1)

知的財産戦略本那(2005) 地域弟+商品 (役務)令 (p一15)

lll/ト允業基盤整備機構(2005) 地域に対する消費者からの評価であり,地域が有する無形資産の一つで,
地域そのもののブランドと,地域の特性を生かした商品のブランドから

*観光地ブランドについての定義
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観光サービスなどの個別ブランドを識別するものとして,地域ブランドを ｢地

域名+商品 (サービス)名｣と定義する考え方と,②地域全体をマネジメント

し,傘ブランドのように個別の地域ブランドを束ねる存在として,地域ブラン

ドを ｢地域イメージそのもののブランド化｣と定義する考え方の2つの流れが

ある｡以下では,これらの定義に含蓄された意味を考察してい く ｡

本来,Brand (-ブランド)という言葉には,商品や家畜などに押す ｢焼

き印｣という意味があり,Brandを ｢商標｣という言葉に訳すときは,ブラ

ンドを ｢識別するための印｣という意味として捉える｡ブランドを識別するた

めの商標として地域ブランドを捉える見方は,2006年 4月1日から施行されて

いる改正商標法で確認することができる｡知的財産戦略本部コンテンツ専門調

査会日本ブランド･ワーキンググループの提言によって,地域ブランドを保護

するために一部改正された商標法では,｢地域ブランド｣は ｢地域団体商標｣

として見られ,｢地域の名称+商品または役務の普通名称 (あるいは慣用され

ている名称)｣からなる商標は ｢地域団体商標｣として登録が認められる (商

標法 7条の2第 1項)｡実際に商標法の規定によって認められている地域ブラ

ンドを見てみると,登録されているのは主に伝統工芸品,農林水産品や加工品

などの商品で,また温泉といったサービスもある｡したがって,この法的な見

解から地域ブランドを ｢地域+商品 (またはサービス)名｣と定義することが

でき,また,これは一般的に認識されている ｢地域ブランド｣である｡

しかし,関&及川 (2006)が指摘するように,このモノ中心の捉え方で定義

される地域ブランドは,｢従来的な｣地域ブランドと認識すべきであり,これ

からの ｢新たな｣地域ブランドは ｢特産品｣や ｢観光｣といった一つの側面か

ら地域資源を見つめるのではなく,総合的な視点で地域を評価することが必要

である｡そこで,現時点でのこの定義は,地域ブランドの一側面しか示してい

ないと言える｡

一方,｢識別するための商標｣から進んで,阿久津&天野 (2007)はAMA

によってなされた ｢ブランド｣の定義にしたがって,地域ブランドを ｢地域の

活性化を目的とした,ある地域に関係する売り手 (あるいは売り手集団)の,
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当該地域 と何 らかの関連性を有する製品を識別し,競合地域のものと差別化す

ることを意図した名称,言葉,シンボル,デザイン,あるいはその組み合わせ｣

(阿久津&天野 2007.p.15)と定義する4)｡また,類似 した捉え方で,小池 ら

(2006)は ｢ある地域から財またはサービスを識別し,競争地域のそれから差

別化 しようとする特有の名前かつまたはシンボル｣ (小池 ら2006,p.129)と,

地域ブラン ドを定義する｡これらの定義では,｢識別する｣ ということか ら発

展 し,競合地域のものと ｢差別化｣することを意図したものとして地域ブラン

ドを捉えている｡顧客とその地域またはその地域からの商品やサービスにとっ

て,地域ブランドの価値はこの ｢差別化｣により生 じる｡

これまでの議論では,地域ブランドの実施 ･管理主体の視点から地域ブラン

ドを捉えてきた｡一方, Blichfeldt (2005)は,顧客ベースのブランド･エク

イティを提唱した Keller (1998)の,｢ブランドは消費者の心の中に存在する

ものである｣という見解にしたがって,観光地 (地域)ブランドを ｢あるエン

ティティ (デスティネーション)に関する,消費者 (観光客)の記憶にある連

想を反映する知覚によって構成されるもの｣(Blichfeldt2005,p.393)と定義

する｡このように顧客の視点を入れて地域ブランドを定義するものとして,佐々

木 (2007)と内田 (2004)の研究を挙げることができる｡佐々木 (2007)は,｢地

域発の商品やサービス｣に ｢地域イメージ｣を加え,これらのものに対 して ｢顧

客 (消費者や観光客など)が高い評価を下 し,それが地域経済の発展 ･活性化

につながってい くもの｣ (佐々木 2007,p.112)として地域ブランドを捉 えて

いる｡この定義は,顧客の視点に立った上で自治体が地域ブランドに託する期

4)阿久津&天野 (2007)の説明によれば,彼らの定義において地域ブランドの実施 ･

管理主体を ｢ある地域に関係する売り手｣と規定する理由は,地域とは無関係の

第三者が地域ブランドのエクイティを搾取しようとする目的で不正な事業を行っ

ているようなケースを排除するためである｡また,｢売り手｣と呼ばれる実施 ･

管理の主体は,民間事業者に限定せず,政府 ･自治体を含む｡さらに,｢当該地

域と何らかの関連性を有する製品｣という記述は,その地域と文化,歴史,自然

環境などの側面でつながりを持つ広義的な製品と指し,地域ブランドの付加価値
の源泉がその地域性にあることを明示したものである｡
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得を明確にしたものと言える｡また,内田 (2004)は消費者の観点をさらに拡

張し,地域ブランドを ｢それぞれの地域の持つイメージ (景観,自然環境,磨

史背景,文化 ･風土,特産品など)が,固有の価値があるものとして,地域を

取 り巻 く様々なステークホルダーによって広 く認知されたもの｣(内田 2004,

pp.37-38)と定義する｡その上で彼は,地域ブランドは ｢地域の価値｣が地

域ブランドと関わりのある ｢地域内の消費者,生活者,関連組織といった (全

ての)ステークホルダー達に理解されて初めて構築されるもの｣(内田 2004,

p.28)と指摘 している｡顧客またはステークホルダーの視点に立って地域ブ

ランドを論じるこれらの定義は,売り手あるいは売り手集団が図る差別化は顧

客またはステークホルダーの認知によって生じることを示す概念であり,地域

ブランドの ｢内的構造｣5)(青木 2000a)の一部を示 したものであると考えら

れる｡

最後に, Rainisto (2003)は個別の商品やサービスに焦点を当てる視点と

は異なり,地域そのものの代表性と統一性を強調し,地域ブランドを ｢企業の

傘ブランドのようなもの｣(Rainisto2003,p.50)と例えている｡青木 (2004)

や生田ら (2006)も同様に,企業ブランドが傘のように企業内の商品やサービ

スのすべてを覆ってそれらを統一する象徴であるように,地域ブランドを個別

ブランドである ｢柱｣を覆う ｢屋根｣に擬え (生田 2006,p.15), ｢個々の地

域資源ブランドを束ねる存在｣(青木 2004,p.15)として捉えている｡

前述した地域ブランドを ｢地域名十商品 (サービス)名｣として捉える定義

と比べて,このように地域そのもののブランド化こそ地域ブランドであると主

張する議論には,2つの大きな特徴がある｡一つは,地域とかかわりのある個

別ブランドの構築より,地域イメージのブランド化および全地域を挙げての地

域ブランド･マネジメントの重要性を強調することで,前者の定義には無かっ

5)青木 (2000a)によれば,ブランド研究における ｢内的構造｣のアプローチとは
個別ブランドの構造条件を重視する視点からのアプローチである｡ブランドの内
的構造を探る研究の代表として,消費者が有するブランド知識の構造に焦点を当
てた顧客ベース･ブランド･エクイティ論を挙げることができる｡
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た地域全体の視点で地域ブランドを捉える点である｡もう一つは,地域名の付

与によって生じるブランドの識別的機能に加え,ブランド化された地域そのも

のが傘ブランドのように傘下にある個別ブランドに対してエンドーサーとして

作用する統括的な存在として地域ブランドを捉えることで,地域ブランドの保

証的機能と象徴的機能を明示する点である｡

これまで,地域ブランドの定義に関して ｢地域名+商品 (サービス)名｣の

ブランドと,｢地域そのもの｣のブランドの,二者の議論を別々に述べてきた｡

しかし,この2つの定義で語られる地域ブランドは対立する概念ではなく,む

しろ互いに依存しあう存在である｡個別地域資源のブランドは地域ブランドの

｢核｣となって,柱のように傘ブランドとしての地域ブランドを支え,また地

域そのもののブランドは,地域が提供する価値総体の ｢象徴｣となって傘のよ

うに,個々の地域資源ブランドをバックアップする (青木 2004)｡両者がスパ

イラルのように作用を起こすことによって,そこに地域ブランドの相乗効果が

生まれる可能性がある｡

3.3 地域ブランドの特殊性

前述したように,1980年代から活発に研究されてきた製品ないし企業ブラン

ド理論は,地域ブランド研究に大きな影響を与えている｡特に,地域ブランド

の構築やマネジメントについて,多くの実務家や研究者がブランディングやブ

ランド･マネジメントの概念や手法を応用してきた｡一方,地域ブランドは製

品や企業ブランドより複雑で,マネジメントすることは極めて困難であると指

摘する先行研究もある (Blichfeldt2005)｡ここでは,地域ブランドの構築ま

たはマネジメントの主体,その客体 (ブランド化する対象),ブランド化され

る地域の範囲,地域ブランドのマネジメントに対する行政的影響の4つの側面

から地域ブランドと一般的ブランドの異なる部分を見ていく｡

第 1に,一般のブランドを構築しマネジメントする主体は単一であるのに対

し,地域のブランド化の主体は多数で,不明確であることが指摘できる｡前節

の地域の定義で述べてきたように,地域ブランドは農林水産品,加工品や特定
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表 2 一般商品とブランド化の対象としての地域の比較

一般商品 地域

実施主体 企業組織 地方自治体 (都道府県 .市町村)
住民 .生産者 .法人 (大学 .財団等) .民間団体

最終日的 企業利益の増大 地域の活性化
地域への満足感の向上

コミュニケーションの対象 顧客(消費者 .企業) 産品 観光 住みやすさ 投資受け入れ

顧客 (消費者 .企業) 旅行者 住民 .潜在住民 企業.投資家

従業員 生産者など 住民 .観光業者など 工事業者など 銀行など

自治体職員

株主 納税者

出所 :阿久津&天野 2007,p.14

の観光サービスなどの個別商品やサービスによって構成される融合体で,それ

は多 くの公共部門と民間部門の共同生産によって創 出される (Hankinson

2007)｡ しか し,地域ブランドを構築 し管理するといった経営的責任は一体誰

が担 うべ きかという問題には明らかな答えがないことも多い｡地域をブランド

化する際に,地域の有志が発起人となる場合 もあれば自治体が先導する場合 も

ある｡また民間部門と公共部門が協力する場合,どちらがイニシアチブをとる

のかが不明確なこともしばしばある (久保田 2004)｡さらに,公共部門におい

て水平的にまたは垂直的に行政の管轄が重複するという問題 も,地域ブランド

の主体の多様性 と不明確さをもたらす｡一般のブランドをマネジメントする主

体が単一かつ固定的であることに対 して,地域ブランドをマネジメントする構

成メンバーは流動的で入れ替わることもしばしばある｡固定的な主体が存在し

えないことは,一般のブランド･マネジメントにはない,地域ブランドの特殊

性である｡
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第 2に挙げる側面は,地域ブランドの客体,すなわちブランド化される対象

が多様である点である｡ブランド化される地域は,実際には景観,自然環境,

歴史背景,伝統,文化,風土,産業といった様々な地域特性によって構成され,

それぞれが地域ブランドの ｢商品｣となるのである (内田 2004)｡このように,

一つの地域が多様な種類の地域商品を持っており,それらが同時に異なる目的

を持つ様々な顧客に消費されているのである (Hankinson2007)｡また,それ

ぞれの顧客は異なる便益の束を求めるため,地域ブランドのマ-ケタ- (地域

ブランド構築やマネジメントの主体)は,多性質で多様な地域商品をデザイン

して創出しなければならない｡また地域には,これらの地域商品を構成する地

域特性と共に,そこで活動する組織 (企業など)や生活する人々 (住民など)

も含まれている｡そして組織を構成する人々や地域で生活する人々は,自分た

ちの地域について様々な意識を持っている｡(地域商品には多くのサービス経

験が含まれるために)異なる意識を持つ地域の人々と地域商品やサービスを消

費する顧客とのエンカウンターが,さらに地域商品の多様性を生み出している

ことに留意しなければならない｡このように一般のブランドと違って,地域ブ

ランドには多くの人々の自律的な意識が存在し,ブランド化される対象が多様

であるという特性がある｡

第 3の側面は,ブランド化の範囲についてである｡ブランド化される地域の

範囲は,通常の製品やサービス ･ブランドと異なり,あらかじめ明確に規定さ

れていない (久保田 2004)｡地域の境界線は行政区画によって決められている

が,実際,地域ブランドでいう地域の範囲は何通 りもあると考えられる｡ 1つ

の県 (例えば,福井県)が単独に地域ブランドを打ち出すこともできるし,近

隣の県と合同でより広域の範囲 (例えば,北陸地方)で地域ブランドを打ち出

すこともできる｡地域ブランドの地理的範囲をどのように定めるかによって,

地域ブランドのアイデンティティは変わる｡また,地域ブランドの範囲の選択

は,上述した地域ブランドの主体の変化にも影響する｡

最後に,ブランドに対する行政的影響について考える｡一般のブランドの構

築や管理は,多くの場合単一企業によって規定されるのに対し,自治体レベル



304 商 学 討 究 第61巻 第 2･3号

における地域ブランド戟略の策定や推進には行政的側面からの影響を無視でき

ない｡通常,地域ブランド戦略の多くは,中央政府の法律や規制の下で,民間

部門の意見を統合しながら,地方自治体によって策定される (Parkerson&

Saunders2005)｡そのため,自治体が地域ブランド戦略を策定する際に,下

位自治体の政策は上位にある自治体の政策に影響されやすい｡また,海外では

政治的な影響も見られる｡例えば,公共部門である自治体が外部顧客 (観光客

など)や内部顧客 (住民など)に対してサービスを提供する施策には,内部の

政治勢力 (すなわち議会)の承認を要する｡自治体の行政担当者が,地域の潜

在的能力を発見できても,適切なブランド戦略を実行できる最終決定は,任期

制限のある政治家に委ねなければならない (Hankinson2007)｡したがって,

既定の政策が中止される可能性があり,このような政策の不連続性は地域ブラ

ンドの長期的な目標の構築や達成に支障を与えることになってしまう｡一方,

既に指摘 したように,地域ブランドのマネジメントの主体は個人や企業,

NPOなどの多数な組織や人々が含まれてお り,固定的な組織ではない｡しかし,

地域ブランドの構築や管理には長い時間を要するため,主体の中に永続的な組

織の存在が必要と考えられる｡そこで,永続的な組織である地方自治体は,地

域ブランドの構築や管理を支える役割を担うことにおいては意義がある (電通

abicproject2009)｡行政機関や政治機関の介入は,地域ブランドの構築や管

理における特殊な一部分である｡

4.地域ブラン ド研究における主要な論題

前節では,地域ブランドの概念に関する基本的な認識について,先行研究の

見解を整理してきた｡本節では,地域ブランド研究において重要な論題である

｢地域ブランドの構築｣, ｢地域ブランドのマネジメント｣と ｢地域ブランドの

評価指標｣について,先行研究をレビューしていく｡
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4.1 地域ブランド構築のプロセス

一般のブランドと異なる特徴をもつ地域ブランドに関して,｢いかに地域ブ

ランドを構築するか｣という具体的な議論は,実務家や研究者の関心の焦点と

なっている｡例えば,青木 (2004)は地域資源のブランド化に始まり,地域全

体をブランド化し,それを地域の活性化につなげていく上での基本的プロセス

を提示 している (図 2)｡

この地域ブランド構築プロセスには4つの段階がある｡第 1のステップでは,

ブランド化可能な個々の地域資源を選び出し,地域性を最大限に活用しつつ,
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㊨ ｢地域性｣を生かした地域資源のブランド化

②地域資源ブランドによる地域全体のブランド化

③地域ブランドによる地域資源ブランドの底上げ

㊨地域資源ブランドによる地域 (経済)の活性化

出所 :青木 2004,p.16

図2 地域ブランド構築の基本構図
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ブランド化していくことになる｡地域全体のブランド化において柱となりうる

地域資源には,農林水産物,加工品,商業集積,観光地といったものが挙げら

れるが,農林水産物であれば,｢産地的な正当性 ･独自性｣,観光地であれば ｢自

然 ･歴史 ･文化的な差別性｣といった地域を生かした形でのブランド化が重要

とされている｡

次の第2のステップは,第 1のステップで確立された地域資源のブランドを

柱としつつ,そこに共通する地域性,すなわち,当該地域の自然,歴史,文化,

伝統に根ざす ｢地域 らしさ｣を一つの核として,傘ブランドとしての地域ブラ

ンドを構築していく段階である｡当該地域が提供する価値の総体を傘ブランド

としての地域ブランドを象徴することによって,個々の地域資源のブランドと

全体としての地域ブランドの間に,強い相互補完効果,相乗効果が生まれる可

能性がある｡

第3のステップは,傘ブランドとしての地域ブランドによる地域資源ブラン

ドの強化と底上げの段階である｡地域ブランドが象徴する地域性と各地域資源

ブランドに共通する地域性との間に一貫性 ･整合性が存在し,そして第 1,第

2のステップによって当該地域が提供する価値の総体が一つの地域ブランドに

よって集約され象徴されるのであれば,個々の地域資源ブランドは全体として

の地域ブランドの後光効果によって高められる｡最後の第4のステップは,底

上げされた地域資源ブランドによって,地域が活性化される段階である｡具体

的には,農産物や加工品のブランドが地域外で売れることや,買い物客や観光

客の流入による直接的な経済効果が期待される｡各地域資源ブランド間の相互

関係が強ければ,その波及効果も大きくなり,地域活性化の効果も大きくなる

と考えられる｡

上述した青木の地域ブランド構築プロセスと類似した観点で,生田ら(2006)

はKeller (1998)の顧客ベース ･ブランド･エクイティ構築の考え方を地域

ブランドに当てはめ,地域ブランド構築の施策対象が地域イメージ(知識影響)

か個別ブランド (青木の ｢核とする地域資源ブランド｣のこと)となり,その

効果が地域イメージから個別ブランドへ,また個別ブランドから地域イメージ
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へと影響 しあうという流れを提示した｡この考え方に基づいて,彼らは日本国

内の12自治体 (都道府県,政令指定都市)を事例として,その関連施策を対象,

目的,地域イメージの違いの観点から整理することを試みた｡その結果,地域

ブランド構築の施策は ｢地域イメージ ･個別ブランド総合型｣,｢地域イメージ

施策 ･個別ブランド波及型｣,｢個別ブランド施策 ･地域イメージ波及型｣と｢個

別ブランド特化型｣の4タイプに分類されている｡

地域ブランドの構築に関する事例研究を概観すると,その多くは個別ブラン

ドの構築に焦点を当て,地域の特産品である農林水産物のブランド化を取 り上

げている (波積 2004;徐 2004;田原ら 2008)｡一方,青木 (2004)の地域ブ

ランド構築のプロセスで見られるように,地域ブランドの構築は個別的な地域

の生産物のブランド化に止まらない｡最大な効果を求め個別ブランドの確立か

ら地域全体のブランド化-発展させることは,地域ブランド構築に関わるアク

ターの課題となる｡

4.2 地域ブランド･マネジメントの課題

地域ブランドのマネジメントに関しては,久保田 (2004)の研究がある｡彼

は関係性の深さによって地域ブランドの構築や管理と関わりを持つ地域の組織

や人々を,①中核メンバー (自治体や地域の振興会など),②主要メンバー (特

産品メーカーや商店主など),③周辺メンバー (一般企業や住民など)の3つ

に分類している｡中でも,地域ブランドのマネジメントを担う中核メンバーに

は3つの課題が与えられることになる (図 3)｡第 1の課題は地域ブランドの

コンセプ トの検討である｡これはその地域をどうとらえるかという問題で,具

体的にはブランド化を目指す地域の範囲,ターゲット,地域のブランド･アイ

デンティティの策定が組み込まれる｡第 2の課題は地域内部のマネジメントで

ある｡これは地域の組織や人々が,地域ブランドのアイデンティティを十分に

共有し,地域ブランドの構築に肯定的な態度 (好意的または協力的)な態度を

抱いている状態を実現することである｡第 3の課題は地域外部のマネジメント

である｡これは地域外部の人々が地域ブランドのアイデンティティを十分に理
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地域外部の意識

地域のBId
の理解 と評価

地域内部の意識

地域のBIdの共有と

肯定的態度の形成

出所 :久保田 2004.p.8

図 3 地域ブランドのマネジメントの課題

解 し,当該地域に対 して他の地域とは異なる魅力を感じている状態を実現する

ことである｡

久保田 (2004)がいう3つの課題のうち,先行研究は地域ブランドのイメー

ジやメッセージは如何にして知覚されて形成されているのか,すなわち地域外

部の意識のマネジメントの議論に集中してきた｡ Hankinson (2004)は,こ

の現状,すなわち地域ブランドのイメージを焦点とした議論に偏っていること

を批判し,一般ブランド理論とリレーションシップおよびネットワーク ･マー

ケテイングに関する先行研究をレビューした上で地域ブランドと顧客やステー

クホルダー等とのリレーションシップの側面を重視すべきと指摘 している｡こ

れは,地域ブランド研究は ｢関係性としてのブランド｣の流れに乗ったもので
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あることを示唆している｡｢関係性 としての地域ブランド｣という考え方に基

づいて,Hankinson (2004)は ｢リレーショナル ･ネットワーク ･ブランド｣

という概念を提示した｡これは地域ブランドを構成する様々な要素6)が相互に

影響 しあう枠組みであり,その中には地域資産と地域ブランドが生み出す価値

(｢奮起｣, ｢興奮｣や ｢リラックス｣など)が連鎖 しているという構図が含ま

れている (長尾 2008)｡

しかし,Hankinson (2004)の ｢リレーショナル ･ネットワーク ･ブランド｣

では,ネットワークの正の効用だけを重視しすぎている｡例えば,彼が示した

ネットワークには,地域のイベントや施設でのサービスを担 う様々な主体も組

み込まれ,ビジョンが共有されているステークホルダー間の強いネットワーク

が存在していると強調する｡しかし,実際に地域ブランドに関わる様々な組織

や個人で組成されたネットワークはそのように機能すると限らず,それぞれが

利害を主張するときに,中心となる主体がそれを調整するか,あるいは自発的

に調整されるものなのか,といった問題は軽視されている (長尾 2008)0

｢リレーショナル ･ネットワーク ･ブランド｣が考案された後, Hankin-

son (2007)は企業ブランドとデスティネーション ･ブランドである地域ブラ

ンドとの類似点を明らかにし,企業ブランド理論を援用して地域ブランド･マ

ネジメントのフレームワークを提示した｡彼の示唆によると,地域ブランドの

マネジメントには,次の5つの法則が伴うものとされる｡それぞれは,(力強い

ビジョンを持つリーダーシップの発揮,②ブランド志向の組織文化の構築,③

内部組織間の協働と提携,④幅広いステークホルダーと一貫性のあるコミュニ

ケーション,⑤強くかつ矛盾のないパー トナーシップの維持である｡この構図

6)Hankinson (2004)によれば,地域ブランドを構成する要素は5つある｡それ

ぞれ,①地域ブランドのアイデンティティを表す ｢コア･ブランド｣,②地域に

あるインフラ設備や景観を含む ｢ブランド･インフラ･リレーションシップ｣,
③広報 (一般のマーケテイングで使われるコミュニケーション媒介)や教育 (オー

ガニックなコミュニケーション媒介)などを通じた ｢メディアとのリレーション

シップ｣,⑥内部や外部の様々な ｢顧客とのリレーションシップ｣,⑤地域ブラン
ドの構成要素の一つである ｢サービス提供者とのリレーションシップ｣である｡
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では,地域ブランド･マネジメントにおいて地域外部のマネジメントと内部の

マネジメントの両方が重要であることが示され,ステークホルダー間の利害不

一致については,強いビジョンを持つ中心的な組織7)が強いリーダーシップを

発揮することによって解消されると指摘されている｡

上述したほかに地域ブランドの構築とマネジメントに関しては,またPar-

kernson&Saunders (2005)とKavaratzis (2004)の研究がある｡Parker-

son&Saunders (2005)はこれまで工業製品やサービスに活用されてきた企

業のブランド戦略が都市ブランドに関しても当てはまるかを検証し,一般のブ

ランド構築の理論に基づく都市ブランドの構築方法を提案している｡また,彼

らは地域ブランド構築に向けた取組みが直面する問題を,地域ブランドの主体

(戦略の実施者)と客体 (地域ブランドの構成要素)を表すノー ドで形成され

るネットワークの概念を用いて説明している｡そして,Kavaratzis(2004)は,

如何に地域のイメージを異なる3つのレベルのコミュニケーションを通じて,

受け手に伝達するかを強調し,既存のブランド管理の理論を用いて都市のマー

ケテイングや都市ブランド･マネジメントの手法に関する理論的なフレーム

ワークを提唱している｡このように,地域ブランドのマネジメントに適合する

枠組みを探る試みは絶えず行われている｡

4.3 地域ブランドの評価指標

前述したように地域は,商品,観光,投資や住民の受け入れなど様々な側面

で激しい競争に直面 している｡そのため,地域ブランド戦略を取 り入れようと

する地域が増えてお り,その重要性は確実に高まっている｡また,地域ブラン

ディングやマネジメントに関する研究が盛んに行われてきたことに伴い,地域

ブランド戦略を施策する以前の地域の現状や施策の成果を知るために,地域ブ

ランドの価値を評価 しなければならないという課題が浮上してきた｡地域ブラ

7)ここでいう中心的な組織とは,デスティネーション･マネジメント･オーガニ

ゼーション (DestinationManagementOrganization,DMO)という観光地であ
る地域ブランドをマネジメントする中核的組織である (Hankinson2007)｡
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ンドの評価について,地域ブランドの価値を測 りランキングするような研究が

ある｡また,地域ブランドの効果を検証し,その効果を影響する要因を探る実

証研究も存在する｡以下では地域ブランドの評価について,いくつかの先行研

究を紹介し検討していく (表 3)｡

各地において,地域ブランドカの評価測定は,様々な機関によってされてい

る｡例えば,Anholt(2003)は,13カ国の成功事例をもとに,グローバル経

済における成功は各国における商品のブランド化やその国のイメージと密接に

表3 地域ブランドの評価に関する実証研究

若者 地域範囲 調査規枚 調査対象 調査手法 使用指標 ;+_な成果

Anhnlt 複数 LLL界 消費者 インター 観光,輸山商品,凶1七性, LLL界規模の凶家ブラン ド力をランキ ン

(2003) 也 規模 ネット 政治,文化 .遺産 と投資 グし,世界における各凶のブランド力

移住の 6指標 の現状を才巴握

Anhnlt 複数 LLL界 消貧者 インター 凶際的存在感.地域qJ=性, LLL界規模の郁Triブラン ド力をランキ ン

(2006) 郡市 規模 ネット 潜在力,躍動感,巾1亡性 グし,世界における各著名郡市のプラ

と某本f仁清条件の 6指標 ンド力の現状を把握

口軽 全都 R本 消費者 インター 独 自性,愛宕度,購入-,Si R本凶内における各都道府県のプラン

リサーチ(2006) 道府県 凶内 ネット 向,訪問-,Si向.構体志向の 5評価項 目 ド力の硯状を把握

ブランド 複数 R本 消費者 インター 認知度 と魅力度の 2総合 R本凶内における各TF町村のブラン ド

総合研究節 (2006) 市町村 凶内 ネット 指標および惜稚接触,イメージ,組光.商品と構体の5評価項 目 力の硯状を把握

柿 (2009) 複数 単一 消費者 実験法 地域ブランド力の水準, 地域 ブランド力の水準が消費者の当該

道府県 県内 永続的関与,状況的関与 地域 ブランドに対する信念評価 と態度評価に影響 を与えることを検証するC地域ブランド効果の存在を確認

(2006) 市町 地域 什1亡 地域環境への満足度 ;自 休みやすさ) と地域 イメージの規定要

村 r̂J 然環境,ff=_活環境,放育, 凶を検討するC愛着度は地域に関する

砧礼 といった地域行政へ 感情約-.a:誠,休みやす さは感†訓 勺-.a:誠

の満足度 ;インフォーマ と評価的-,Si誠のiJL占合,そして地域 イメ-

ルとフォーマルな付 き合 ジのJ受零度は評価的-,Si誠 としての特徴

い ;構体年数と什1亡属性などの指標 を有すると発見

菅野&若 複数 R本 消費者 インター 経済インフラ.ff=_活,樵 訪関や析仕 といった態度に結びつ く地

柿 (2008) 郡市 凶内 と地滅 ネット 史文化,自然.食文化 と 域ブラン ド資産 と地域 ブランド価佃 を

山1+it コミュニティといった地 発見 し,地域ブラン ド資産一価佃モデ

域ブランド資産指標およ ルを開発するC資産 と価佃 と態度のつ
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関連していることを発見した｡その後,彼はこうした発見をもとに,国家間の

ブランドカを比較するAnholtNationBrandlndex (NBI)という指標を開発

した｡NBIは,一般消費者を対象とした世界規模のインターネット調査により,

観光,輸出商品,国民性,政治,文化 ･遺産および投資 ･移住の6つの側面か

ら,国家のブランドカを数値化した指標である｡また,NBIの調査は2005年

より四半期ごとに実施され,この調査結果を通 じて,調査対象国 (35カ国)の

ブランドカの現状 (世界的ランキング)を把握することができ,時間経過に伴

うブランドカの強弱の変化を検討することもできる｡

また,NBIと類似した手法で,世界各国の著名都市のブランドカを比較す

るAnholt-GMICityBrandIndex (CBI)が開発された (Anholt2006a)｡国

家を評価する場合と異なり,消費者は都市に対して,①その特定商品について

認識がない ;②その市政状況について理解が低い ;③求めるものがより具体的

になる,などの理由で,CBIの調査項目には,国際的存在感,(自然や気候な

どの)地域特性,(経済や教育上の)潜在力,躍動感,市民性および基本的生

活条件の6項目が定められた｡

日本においても,地域ブランドを測定する大規模な調査が行われている｡ま

ず取 り上げるのは,日経リサーチの地域ブランド戦略サーベイである｡日経リ

サーチは,2004年から地域ブランドに関する調査を進めており,2006年に ｢地

域ブランド知覚指数｣(知覚指数,以下はPQと略す)という総合指標を開発し,

インターネットを通 じて,日本の都道府県のブランドカを評価する調査を実施

した｡｢地域ブランド戦略サーベイ｣では,独自性,愛着度,購入意向,訪問

意向,居住意向の5つの項目によって地域ブランドカを算出する｡また,地域

そのもののブランドカを測定する地域 PQのほかに,商品としての地域ブラン

ドの価値を把握するための ｢名産品PQ｣という指標 も開発された｡名産品

PQには独自性,愛着度,プレミアム,推奨意向の4つの評価項目が設定され

ている｡

また,ブランド総合研究所も2006年より年一回地域ブランド調査を実施して

きた｡｢地域ブランド調査2006(市版)｣では,2つの総合指標 (認知度と魅力



地域ブランド研究に関する一考察 313

皮)と5つの評価項目 (情報接触,イメージ,観光,商品と居住)によって,

日本国内の779市を対象にインターネットを通じて各市のブランドカを測定し

た｡同調査は,2007年により調査対象を区町村まで拡張し,質問項目に ｢地域

資源に対する評価｣を加えて,2年連続に日本国内の市区町村のブランドカを

測定している｡

以上のような地域ブランド戦略のコンサルタント機関によって開発された指

標は,測定対象となる地域のブランドカの相対的な強弱を明らかにするもので

ある｡それぞれの調査結果によって,各地域がどのように消費者に知覚されて

いるのかといった,地域の現状を把握することができる｡また,国や都市のブ

ランドカの世界ランキングないし,都道府県や市区町村のブランドカの全国ラ

ンキングによって,競争範囲内の各地域の位置づけが明確になる｡さらに,こ

のような機関による調査は,長期間で定期的に実施され,時系列的な比較がで

きる｡前期の評価結果との比較で,地域ブランドカの動きを知 り,各地域が行っ

た地域ブランド戦略の成果を明確に示すことができるというのは,このタイプ

の地域ブランド評価方法の利点である｡

しかしながら,このような総合指標による地域ブランドカの測定は,地域ブ

ランドには効果があるという前提の下に行われるものである｡地域ブランドの

効果が確かに存在するかどうかについての検証が行われていない｡また,この

タイプの調査は各地域ブランドの現状やポジションを把握することができる

が,どの要因によって地域のイメージ,独自性や愛着度,知名度や魅力度,購

入 ･訪問 ･居住意向などの好ましい態度が形成されているのかを把握すること

が難しい｡すなわち,地域ブランド戦略を施策する前の指針,地域ブランドの

構築に必要となる要因を見出すことは,これらの調査ではできない｡

そこで,地域ブランド効果の検証について林 (2009)の研究がある｡林 (2009)

は,原産国表示の効果に関する研究の知見を活用して,地域ブランド効果のメ

カニズムと消費者の｢関与｣の影響について実験的手法を用いて検討を行った｡

林 (2009)の研究では,地域ブランド効果の存在が確認された｡地域ブランド

カの強い産品は,消費者に良いイメージを想起させ,そして消費者の当該産品
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に対する評価が高くなり,さらに購買意図が高くなるといった好ましい態度が

形成される｡また,相対価格の高低と外部評価の有無といった消費者の状況的

関与は,地域ブランド効果に影響を与えることが確認された (林 2009)｡すな

わち,対象産品に対する相対価格が高く,外部から高く評価される (例えば,

通販ランキング1位)場合,当該産品はブランドカがあると見なされ,地域ブ

ランド効果は強くなる (産品がより高く評価され,購買意向が強くなる)｡

前節でも言及したが,地域ブランドのマネジメントには,地域外部の消費者

に対するマネジメントだけではなく,地域内部の組織や住民に対するマネジメ

ントも重要な課題である｡したがって地域ブランドの評価では,地域外部の消

費者からの評価を把握することも重要であるが,地域ブランドを検討する際に

欠かせない存在である地域内部住民の意識を把握する必要もある｡

渡遠 (2006)は,地域に住んでいる住民自身がブランドを構成する一要素と

考え,住民自身が,自分たちの住んでいる地域の価値を高く評価せず地域のイ

メージを受容しなければ,地域ブランドの構築や維持は難しいと指摘する｡し

たがって,地域外部からの評価ではなく,彼は,地域ブランド構築のための基

礎的な条件である地域内部住民のコミュニティ意識 (愛着度,住みやすさ)と

地域イメージに注目し,それらの規定要因を検討することを試みた｡

渡遠 (2006)の研究によれば,住民の自地域に対する愛着度は地域行政 (福

祉政策)-の満足度,地域でのフォーマル (町内会活動)またはインフォーマ

ル (近所との立ち話)な人間関係の程度,および居住年数などの要因に影響さ

れる｡また住みやすさには,地域環境への満足度,地域行政 (生活環境と福祉

政策)-の満足度,インフォーマルな人間関係,および居住年数などの要因の

影響が見られる｡そして,地域イメージの受容度は,地域環境と地域行政 (自

然環境政策)への満足度およびフォーマルな付き合いなどの要因の影響を受け

る｡総じて,愛着度は地域に関する感情的意識,住みやすさは感情的意識と評

価的意識の混合,地域イメージの受容度は評価的意識としての特徴を持ってい

ることが,この調査結果によって得られたのである｡

また,菅野&若林 (2008)は,地域ブランドの構築には ｢買いたい｣(特産品),
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｢訪れたい｣(商店街,観光地)と ｢住みたい｣(居住地)という3つの領域が

あると述べ,そのブランド構築のために,地域という経験の ｢場｣における自

戟,歴史,文化,伝統に根ざす ｢地域 らしさ｣に基づいた価値の提案が地域の

差別化ポイントとなると主張した｡したがって,彼らは,差別化のポイントと

なり得る ｢地域らしさ｣や ｢地域ブランド･アイデンティティ｣といったブラ

ンド構築の方向性を得るために,どの地域ブランド資産と地域ブランド価値が,

訪問 ･居住魅力といった態度に結びつ くのかを明らかにする必要があると考

え,地域ブランドの資産一価値評価モデルを開発した｡

この価値モデルでは,地域ブランド資産が,精神的な価値としての地域ブラ

ンド価値に結びつき,それらが訪問魅力,居住魅力といった態度に結びつくと

考えられている｡地域ブランド資産とは,その地域が持つ有形 ･無形の資産で

あり,経済インフラ,生活,歴史文化,自然,食文化,およびコミュニティの

6つが構成要素となる｡また地域ブランド価値とは,地域資産を連想もしくは

体験することによって,心の中に生まれる情動,感情,感覚で,その構成要素

は,関係杵価値,自己実現価値,ゆとり価値と感覚情緒価値の4つである｡

上述した指標を用いて,彼らが全国の10都市の住民を対象にインターネット

調査を実施した結果,①居住魅力を高めるには,経済インフラ資産とコミュニ

ティ資産を用いて自己実現価値を訴求すること,そして自然資産とコミュニ

ティ資産を用いてゆとり価値を訴求することが有効であるということ,②訪問

魅力を高めるためには,経済インフラ資産とコミュニティ資産を用いて自己実

現価値を訴求すること,そして,自然資産と食文化資産を用いてゆとり価値を

訴求することが有効であるということが分かった｡この資産と価値,そして態

度のつながりの究明によって,実際にどのような資産が活用できるかを知るこ

とで,より具体的な地域ブランド構築戦略の策定が可能となる｡また,菅野&

若林 (2008)の研究の成果は,他の地域との比較によって自地域のポジション

が分かることや地域ごとの強みと弱みを把握できることだけではなく,地域内

部の住民と地域外部の消費者の評価により,内部と外部での地域ブランド･イ

メージのギャップについて把握することもできるというところになる｡
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5.今後の地域ブラン ド研究に向けて - 結びにかえて

本稿では,地域ブランドについて,その前段階にある研究,その概念,およ

び先行研究の主な論題について考察してきた｡これらを踏まえて,地域ブラン

ド研究における課題および今後の研究方向について考えていきたい｡

まず,地域ブランドの概念や定義について議論を重ね,より明確にしていく

必要がある｡特に,阿久津&天野 (2007)が指摘するように,法的保護 (認証

制度など)の対象として検討されるべき ｢地域ブランド｣と,構築やマネジメ

ントの対象として検討されるべき ｢地域ブランド･エクイティ｣を区別して更

に議論を深める必要がある｡この間題は,地域ブランド構築に欠かさない地域

ブランド要素の内容にも関わってくる｡一般ブランド論では,ブランド要素は

ブランドを識別し差別化するのに有効で商標登録可能な手段であり,ヴラン

ド･ネーム,ロゴとシンボル,キャラクター,スローガン,ジングル,パッケー

ジなどによって構成される (Keller1998)｡一方,地域ブランドにおけるブラ

ンド要素は,自然,歴史遺産,伝統文化,芸術,インフラ,経済的施設など地

域が有する有形 ･無形の地域資産がその範晴に入っている｡一般ブランド論の

観点から見れば,これらの要素は地域ブランド･エクイティの源泉となるもの

として認識されるべきである｡両者を区別せずに議論を進めることは概念上の

混乱を招 く恐れがあるので,今後の研究では両者を明白にした上で論を展開す

る必要がある｡

また,地域ブランド･マネジメントには,地域外部と内部の両側面のマネジ

メントがある｡しかし,先行研究の焦点は地域外部の意識のマネジメントに偏

重してお り,如何に外部とコミュニケーションをして地域ブランドのアイデン

ティティを理解しイメージを形成するかに関する議論に集中している｡そのた

め,研究対象は地域ブランド･マネジメントの先頭に立つ施策者に当てられて

いる｡そして,地域内の生活者や組織 もまた主体ではなく,マーケテイングの

客体として見なされている｡今後の研究では,地域内部意識のマネジメン1､に

焦点を当て,生活者や組織を従来のように顧客として取 り扱うだけではなく,
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地域ブランド構築やマネジメントの主体としての生活者や組織を意識すること

が重要である｡また,研究の対象は地域ブランドとかかわりを持つ生活者や媒

介者などのステークホルダーまでに拡大する必要があると考えられる｡

最後に,地域ブランド研究における方法論上の問題を提起する｡現在の地域

ブランド研究は,地域ブランドの概念や課題の整理に始まり(例えば,内田 2004

;久保田 2004;生田ら 2006),事例研究 (例えば,関&及川 2006;関&遠山

2007;田中 2008)による成功事例のマネジメントの分析が中心である｡確かに,

地域ブランドの施策や構築方法などを定性的に探索し,そのマネジメントの法

則を導き出すという研究方法は,また研究の泰明期にある地域ブランド研究に

とって意義のある方法だと思われる｡しかし,地域ブランド研究の更なる発展

には,定性的な研究に偏るのではなく多様な研究方法が用いられることが望ま

れる｡そのため,今後の研究では概念的なモデルや事例で得られた知見を定量

的に検証していく必要性がある｡また,地域ブランドの評価における研究方法

については,先行研究を概観すると,その調査方法がインターネットからの接

近に偏っている傾向が見られる｡地域ブランド価値の測定は,大規模な調査が

必要となるため,インターネット調査を通じて行なわれる例が多いのである｡

しかしインターネット調査では,その回答者は自ら登録するメンバーであり,

偏 りなくサンプルを抽出することが難しいと思われる｡また,この種類の調査

に関する傾向として項目数の多きが挙げられる｡そのため,今後の研究に向け

て,地域ブランドを評価する項目の代表性についてさらに検証し,指標の構築

について再検討する必要がある｡

以上,これまでの地域ブランド研究を踏まえて,今後の研究方向について見

てきた｡研究の歴史は浅いものの,これまでの研究から地域ブランドの持つ効

果は認識されてきている｡今後,住民,企業,そして自治体の地域ブランドへ

の関心が高まることによって,地域ブランドは引き続き注目される重要なテー

マの一つとして研究が展開されていくと考えている｡
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